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諮問庁：内閣総理大臣 

諮問日：令和６年７月５日（令和６年（行情）諮問第７９３号） 

答申日：令和７年９月３日（令和７年度（行情）答申第３１７号） 

事件名：「避難措置の指示（政府素案）」の作成業務に関して行政文書ファイ

ル等につづられた文書の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の１に掲げる文書（以下「本件請求文書」という。）の開示請求に

対し、別紙の２に掲げる１１文書（以下、順に「文書１」ないし「文書１

１」といい、併せて「本件対象文書」という。）を特定し、その一部を不

開示とした決定は、妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し、令和６年３月６日付け閣副事態第１１

２号により内閣官房副長官補（以下「処分庁」という。）が行った一部開

示決定（以下「原処分」という。）について、その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は、審査請求書によると、おおむ

ね以下のとおりである。 

（１）一部に対する不開示決定の取消し。 

記録された内容を精査し、支障が生じない部分については開示すべき

である。 

（２）不開示箇所の特定を求める。 

「不開示とした部分」という表現では、具体的な箇所を知ることがで

きない。これでは総務省情報公開・個人情報保護審査会の審議において

意見を申し立てるに当たって具体的な箇所の特定に支障が生じるもので

ある。 

またこのような表現では、交付された複写に本来不開示とされていな

い箇所に誤って被膜が施されても審査請求人は確認することができない。 

更に「情報公開事務処理の手引」（平成３０年１０月 総務省行政管

理局情報公開・個人情報保護推進室）が、「部分開示（部分不開示）の

範囲（量）が明確になるように開示を実施する必要がある」（２４頁）

と定めており、「部分開示（部分不開示）の範囲（量）が明確」になっ

ているかを確認する上でも不開示箇所の具体的な特定が求められる。 
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（３）他に文書がないか確認を求める。 

審査請求人には確認する手段がないので、対象文書に漏れがないか、

念のため確認を求める次第である。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求の趣旨について 

本件は、審査請求人が令和６年２月３日付けで行った本件請求文書に係

る行政文書開示請求（以下「本件開示請求」という。）に対して、処分庁

において、令和６年３月６日付け閣副事態第１１２号により、本件対象文

書のうち文書１ないし文書４及び文書７ないし文書１１について、法９条

１項に基づく開示決定処分を行い、法５条５号に該当する文書５及び文書

６について、法９条２項に基づく不開示決定処分を行ったところ、審査請

求人から、「一部に対する不開示決定の取消し。」、「不開示箇所の特定

を求める。」及び「他に文書がないか確認を求める。」といった趣旨の審

査請求が提起されたものである。 

２ 原処分の妥当性について 

処分庁においては、原処分において、本件対象文書を特定した上、不開

示文書について適正に判断したと認められるところである。 

なお、本件開示請求に係る行政文書のうち文書１ないし文書４及び文書

７ないし文書１１については、全部開示決定を行い、文書５及び文書６に

ついては、全部不開示決定を行った。 

また、処分庁において、本件審査請求を受けて、改めて対象文書を探索

の上、行政文書の特定を再度実施したが、原処分で特定した行政文書以外

に本件開示請求に該当する行政文書を保有しているとは認められない。 

以上の点から、原処分は妥当である。 

３ 審査請求人の主張について 

（１）「一部に対する不開示決定の取消し。」との点については、「記録さ

れた内容を精査し、支障が生じない部分については開示すべきである。」

旨主張している。 

しかしながら、処分庁においては、上記２のとおり本件対象文書の不

開示文書について適正に判断したと認められるところである。 

（２）「不開示箇所の特定を求める。」との点については、「「不開示とし

た部分」という表現では、具体的な箇所を知ることができない。これで

は総務省情報公開・個人情報保護審査会の審議において意見を申し立て

るに当たって具体的な箇所の特定に支障が生じるものである。またこの

ような表現では、交付された複写に本来不開示とされていない箇所に誤

って被膜が施されても審査請求人は確認することができない。更に「情

報公開事務処理の手引」（平成３０年１０月 総務省行政管理局情報公

開・個人情報保護推進室）が、「部分開示（部分不開示）の範囲（量）
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が明確になるように開示を実施する必要がある」（２４頁）と定めてお

り、「部分開示（部分不開示）の範囲（量）が明確」になっているかを

確認する上でも不開示箇所の具体的な特定が求められる。」旨主張して

いる。 

しかしながら、処分庁においては、上記２のとおり本件対象文書の不

開示文書（不開示箇所）について適正に判断したと認められるところで

ある。 

（３）「他に文書がないか確認を求める。」との点については、「審査請求

人には確認する手段がないので、対象文書に漏れがないか、念のため確

認を求める次第である。」旨主張している。 

しかしながら、上記２のとおり、処分庁においては、本件開示請求に

対して、原処分のとおり本件対象文書を適正に特定している。また、本

件審査請求を受け、処分庁において改めて対象文書を探索したが、原処

分で特定した行政文書以外の対象文書の存在は確認できなかった。 

４ 結語 

以上のとおり、原処分維持が適当であると考える。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は、本件諮問事件について、以下のとおり、調査審議を行った。 

① 令和６年７月５日   諮問の受理 

② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同月２２日      審議 

④ 令和７年７月２３日  委員の交代に伴う所要の手続の実施、本件

対象文書の見分及び審議 

⑤ 同年８月２７日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件開示請求は、本件請求文書の開示を求めるものであり、処分庁は、

本件対象文書を特定し、その一部を法５条５号に該当するとして不開示と

する原処分を行った。 

これに対し、審査請求人は、文書の追加特定及び不開示部分の開示等を

求めており、諮問庁は、原処分を妥当としていることから、以下、本件対

象文書の見分結果を踏まえ、本件対象文書の特定の妥当性及び不開示部分

の不開示情報該当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）標記について、当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ、

諮問庁から次のとおり説明があった。 

ア 本件請求文書の請求文言にいう「避難措置の指示（政府素案）」と

は、沖縄県の離島避難に関する政府の避難措置の指示（案）を指して
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おり、同避難措置の指示（案）の作成業務に関して行政文書ファイル

等につづられた文書の開示を求めるものと解し、本件請求文書に係る

開示請求の対象として本件対象文書を特定した。 

イ 本件審査請求を受け、念のため、担当部署において、書架、書庫及

び担当職員の机等の探索を行ったが、本件対象文書の外に、本件請求

文書に該当する文書の存在は確認できなかった。 

（２）上記（１）アの文書の特定方法に問題はなく、上記（１）イの探索状

況を踏まえると、本件対象文書の外に本件請求文書に該当する文書は保

有していないとする諮問庁の上記（１）の説明に特段不自然、不合理な

点は認められない。 

他に本件請求文書に該当する文書の存在をうかがわせる事情も認めら

れないことからすると、内閣官房副長官補において、本件対象文書の外

に開示請求の対象として特定すべき文書を保有しているとは認められな

いので、本件対象文書を特定したことは妥当である。 

３ 不開示部分の不開示情報該当性について 

当該不開示部分には、令和４年度の沖縄県の離島避難訓練の実施方針等

に関する情報が記載されていると認められる。 

（１）当該部分を不開示とした理由について、当審査会事務局職員をして諮

問庁に確認させたところ、諮問庁から次のとおり説明があった。 

不開示とした資料は、沖縄県国民保護訓練の検討会資料であり、当該

検討会は、検討段階の内容を公にしないとの前提で行われる会議である

ため、資料は公にされていない。 

当該部分を開示すると、沖縄県や処分庁を始めとする関係者の検討段

階の協議内容が明らかとなり、今後、国と地方公共団体等との協議にお

いて、率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれがあることから、不

開示とした。 

（２）これを検討するに、本件不開示部分を公にすると、国と地方公共団体

において検討していた未成熟な検討内容が明らかとなり、以後の同種の

検討や協議に際して、率直な意見の交換又は意思決定の中立性が不当に

損なわれるおそれがあるとする旨の上記（１）の諮問庁の説明は否定す

ることまではできない。 

したがって、本件不開示部分は、法５条５号に該当し、不開示とする

ことが妥当である。 

４ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は、当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

５ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから、本件請求文書の開示請求に対し、本件対象文書を特定
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し、その一部を法５条５号に該当するとして不開示とした決定については、

内閣官房副長官補において、本件対象文書の外に開示請求の対象として特

定すべき文書を保有しているとは認められないので、本件対象文書を特定

したことは妥当であり、不開示とされた部分は、同号に該当すると認めら

れるので、不開示としたことは妥当であると判断した。 

（第２部会） 

委員 武藤京子、委員 佐藤郁美、委員 寺田麻佑 
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別紙 
 
１ 本件請求文書 

「避難措置の指示（政府素案）」の作成業務に関して行政文書ファイル等

に綴られた文書の全て。＊前回開示請求の審査請求が情報公開・個人情報保

護審査会に諮問されたなかったので、改めて請求致します。 
 

２ 本件対象文書 

文書１ 沖縄県今後の道行（案） 

文書２ 沖縄県今後の道行（案） 

文書３ 沖縄県今後の道行（案） 

文書４ 避難措置の指示素案、経路、避難先 

文書５ 第２回避難に係る検討会資料 

文書６ 第２回避難に係る検討会資料 

文書７ 関係機関等連絡調整会議運営訓練資料 

文書８ 沖縄県国民保護訓練説明資料（案） 

文書９ 沖縄県国民保護訓練説明資料（案） 

文書１０ 沖縄県国民保護訓練説明資料（案） 

文書１１ 令和４年度沖縄県国民保護図上訓練 
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別表（原処分において不開示とした部分及び不開示とした理由） 

本件対象文書 不開示とした部分 不開示とした理由 

文書５及び文書６ 全部 国の機関、地方公共団体等の内部又

は相互間における審議、検討又は協

議に関する情報であって、公にする

ことにより、率直な意見の交換若し

くは意思決定の中立性が不当に損な

われるおそれ等があり、法５条５号

に該当するため、これを不開示とし

た。 

※当審査会事務局において整理した。 

 


